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特集　臨調＝行政改革と労働組合

はじめに

　一九八一年三月一六日、臨時行政調査会（第二次臨調、以下第二臨調という）が発足し、これを

契機に、臨調＝行政改革の推移は、にわかに国政上の焦点、国民的関心の的になった。臨調は自

らの改革の性格を明治維新、戦後改革につぐ第三の改革として位置づけ、政府は、「行革は国も地

方も待ったなし」、「行政改革は神の声、天の声、地の声」と、大々的なキャンペーンを展開しはじめ

た。

　この臨調＝行革の帰すうそれ自体は、現実には政治的な力関係が大きく左右するであろう。しか

し、それゆえにこそ臨調＝行革にたいして、政党、財界、労働組合をはじめ国民各階層が、それぞ

れにさまざまな対応を見せている。そこで、本年鑑の「特集」では、この第二臨調を舞台に展開され

ている行政改革にたいして、とくに労働運動の諸潮流がどのように対応し、いかなる役割を果たして

きたか、そして現在果たしつつあるかについて、客観的事実の整理をつうじて、可能なかぎり把握し

ようとするものである。

　ところで、ここで、「国全体の歩み」を変えることが「最大の眼目」であるとされる今回の臨調＝行革

について、主としてそれへの労働運動の諸潮流の対応という視点からとりあげるのはおおむねつぎ

の理由による。第一は、今回の臨調＝行革にたいする労働運動の諸潮流の対応にはきわだった相

違・対立が見うけられ、一方はこれを「財界主導の行財政改革」と批判するのにたいし、他方は、とも

かく「行革の断行」を政府・臨調に迫り、こうして、行政改革にたいする労働運動の対応は従来とは

異なる新しい特徴を示していることである。この場合、「行革の断行」を求める潮流は、そのための国

民運動の組織化をめざし、そのことが〃国民運動としての臨調＝行革〃の基礎を形づくっていると

考えられるのである。第二は、この臨調＝行革をつうじて三公社の経営形態の変更、公務員制度改

革などが公共部門における労使関係領域にきわめて大きなインパクトを与えつつあることである。第

三に、右の二つはいずれも現在の労働戦線統一問題と深く関連していることである（ただ、ここでは

労働戦線統一問題は、対象の性格上、明示的にはフォローできない。この点は本年鑑一九八二年

版の特集および本年鑑第二部－Ｉ「労働組合の組織現状と組織運動」を参照いただきたい）。
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